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はじめに

近年の急速な経済成長や企業のグローバル化に伴い、国際分業体制の進展による海外生産の拡

充、サプライチェーンマネージメントなどの物流体制の確立に向けての動きが世界的に活発化し

ている。特に、アジアでは、そうした動きを背景に、大規模空港のインフラ整備や拡張に向けて

の動きが顕著である。

本研究の最終的な目的は、そのようなインフラ整備の重要な一角を担う羽田空港の拡張プロジ

ェクト（具体的には、第４滑走路の建設）を取り上げ、それに伴う羽田空港の国際化を含めた物

流インフラとしての評価分析にある。この最終目的を達成するためには、首都圏を離発着地とす

る航空貨物のうち羽田に転換する品目およびそのシェアを予測することが必要である。これらの

予測がなされるならば、京浜臨海部への空港関連産業の誘致政策に含意を引き出すことができる

ことになる。

本稿では、上述した将来的な国際航空貨物の需要推計モデルの構築に向けたデータ構築の基礎

作業として、近年の国内、国際航空貨物市場の動向を概観した上で、国際貿易の｢重量ベース｣、

「金額ベース」統計をそれぞれ詳細に分析する。より詳細なデータ分析と需要予測モデルの開発

およびそれを用いた羽田からの航空貨物需要予測は次年度以降になされる予定である。

１．国内航空貨物輸送の動向

過去10年の日本の国内貨物輸送市場を分析するためには、輸送量面、トンキロ面の２つの観点

から分析する必要がある。

まず、貨物輸送量の観点からは（表１参照）、国内貨物輸送市場においてトラックを中心とす

る自動車が90％以上の圧倒的なシェアを有している。他方、国内貨物輸送総量そのものは、過去

10年間においては頭打ちであり、その限られた国内貨物を自動車を中心とした各輸送機関がシェ

アを奪い合う状況が続いている。その中で、JR、民間鉄道会社の取り扱う貨物輸送量はそれらの
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貨物施設の整備が遅れていることなどにより減少傾向にあり、長距離、近距離ともに他の輸送機

関にシェアを奪われている。他方で、自動車、海運はほぼ横ばいに推移している。その中で、航

空会社の扱う貨物輸送量が急激に増加している。しかしながら、そもそも国内貨物輸送総量に占

める航空貨物輸送の割合は0.02％にも満たないため、国内の輸送シェアに影響を及ぼすまでには

至っていない。

国内貨物輸送トンキロ面からは、長距離輸送を分担する内航海運のシェアが増加し、輸送量の

90％以上を分担する自動車とほぼ２分したシェア構成となっていることが分かる（表２参照）。

しかし、近年のトラック輸送の長距離化に伴い、徐々に自動車のシェアが内航海運を上回って増

加してきている。JRに関してはほぼ横ばい、民間鉄道会社に関しては輸送量同様に減少傾向で推

移している。トラック輸送の長距離化に伴ってか、自動車のシェアは増加基調にある。同様に内

航海運においても、長距離輸送の特性を活かし、わずかながらではあるが増加傾向である。また、

航空輸送に関しては、長距離輸送の特性から、トンキロベースにおいてその増加傾向は顕著に表

れている。
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表１　輸送機関別国内貨物輸送量の推移

出典：国土交通省総合政策局情報管理部
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以上の点をより平易に理解するため、図１ではトンベースにおける各輸送機関のシェアを、図

２ではトンキロベースにおける各輸送機関別のシェアをそれぞれ示した。国内貨物輸送市場にお

いては自動車が圧倒的なシェアを誇っており、今後も逓増していく傾向はトンベース、トンキロ

ベース双方で見ることができる。他方、その傾向は市場そのものが拡大しているというより、国

内貨物輸送総量が頭打ちの状態の下で他の輸送機関に分担されていた貨物量が自動車に徐々にシ

フトしている状況であると考えられる。また、鉄道のシェアは年々逓減傾向にあり、現在では自

動車と内航海運にほとんどの貨物量が分担されている。
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表２　輸送機関別国内貨物輸送トンキロの推移

出典：国土交通省総合政策局情報管理部

図１　輸送機関分担率（トンベース）
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前述したように、国内航空貨物輸送の国内貨物輸送市場全体に占めるシェアはきわめて小さい

が、他方で、航空輸送は、図３のとおり、輸送トン数のシェアに比べ輸送トンキロのシェアはそ

の約10倍であり、近年、輸送トンキロ･ベースでシェアを大幅に増加させていることが分かる。

以上、まとめれば、国内貨物輸送市場において、圧倒的なシェアを有する自動車（トラック）

は近年輸送量そのものは横ばいであるが、輸送トンキロ面では逓増傾向にある。鉄道は輸送量、

輸送トンキロともにシェアの落ち込みが顕著であり、内航海運に関しては、輸送量は横ばいかや

や逓減傾向であるが、輸送トンキロに関しては、自動車にシェアを奪われ逓減傾向にある。また、

航空は、輸送量、輸送トンキロともに増加傾向が顕著であるが、そもそもシェアが極めて小さく

自動車をはじめとする国内の輸送機関シェアを脅かすまでには至っていない。
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図２　輸送機関分担率（トンキロベース）

図３　国内航空貨物輸送のシェア推移
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２．日本の国際貨物輸送の動向

日本の国際航空貨物輸送に関しては、国内貨物輸送市場が近年頭打ち傾向なのに比し、増加傾

向が顕著に見られる。貨物輸送量面から見れば（表３参照）、海運がシェアのほとんどを占有し、

かつ、近年、増加傾向にあることが分かる。他方、海運の貨物輸送に関しては、輸入量が輸出量

を大きく上回っていることが特徴である。これは輸出入において輸送する品目の特性が大きく異

なることに起因しているものと考えられる。また、航空に関しても貨物輸送量の増加傾向が顕著

に見られる。他方、航空に関しては海運のような輸出入の格差は見受けられず、輸出量、輸入量

ともに同程度の輸送量である。また、国際貨物輸送総量に占める航空貨物輸送量のシェアは、国

内貨物輸送総量に占める航空貨物輸送量のそれを大きく上回っている。

輸出入金額（表４参照）面で見れば、航空の輸出入金額が、その輸送量に比して、大きなシェ

アを有していることが顕著な特徴となっている。これは、航空で輸送される貨物は海運では運べ

ない高付加価値のものや精密機器など、その相対的な輸送量の少なさに反して、価額の高いもの

が輸送されることが多いことを反映していると考えられる。海運、航空ともに、輸出入金額面か

らは増加傾向が顕著である。また、輸送量で見た場合、海運は、輸出量に比べ輸入量は多いとい

う傾向が見られたが、輸出入金額ではその関係が逆転している。これは、輸出は付加価値の高い

機械機器などの加工品を、輸入は原油や食料品などの原材料が海運輸送されていることに起因し

ていると考えられる。

国際貨物輸送量（図４）、国際貨物輸出入金額（図５）の近年の推移を見れば、国際航空貨物

輸送量が国際貨物輸送総量の１％にも満たないのに対し、金額ベースで概観すると、国際航空貨
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表３　輸送機関別国際貨物輸送量の推移

出典：国土交通省航空局資料

表４　輸送機関別国際貨物輸出入金額の推移
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物輸出入金額は国際貨物輸出入総額のおよそ３割にも達していることが分かる。以上から国際航

空貨物輸送の潜在性は国内貨物輸送よりもはるかに上回っていると考えてよいであろう。

以上まとめれば、海運に関しては、輸送量におけるほぼ100％のシェアは横ばいに推移し、金

額面ではシェアは縮小傾向にある。航空に関しては、輸送量の絶対量は増加傾向とはいえ、海運

に比して、その輸送量は極端に少なくシェアも横ばい傾向であるが、貿易金額面では高付加価値

貨物の輸送により、シェアは拡大傾向にあるといえよう。

以上の国内、国際貨物運輸市場の動向に鑑みれば、航空貨物輸送にとって、今後特に重要な需

要予測は国際市場であり、国際航空貨物の需要推計モデルの構築が喫緊の課題であることは明ら

かである。国内、国際航空貨物量の近年の推移表（表５）を見れば、平均成長率では、国内航空

貨物量は1.96％、国際航空貨物量はその２倍以上の4.38％を示しており、国際航空貨物の需要推

計モデルの構築が特に求められていることが理解できよう。
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図４　国際貨物輸送量の推移

図５　国際貨物輸出入金額の推移
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３．国際航空貨物の動向分析

前２章では、日本の国内、国際貨物市場の輸送機関別の分析を行ったが、本章では、国際航空

貨物市場に絞り、近年の貨物量の推移を、直送貨物量（国別）、繰越貨物量に分けて概観する。

３.１　直送貨物量

（１）直送輸出貨物量

過去10年間の直送輸出貨物量の動向を見れば、1995年から1997年までは円安基調の下での日本

製品の国際的な価格競争力の向上および高いアメリカの経済成長率等を背景に直送輸出貨物量は

増大した。その後、1997-98年のアジア諸国の通貨危機により、アジア地域の消費・購買力は低

下し、全世界的にみてアジア地域への輸出が減少する中、アジア地域に進出した日本の消費財メ

ーカーは、現地生産・販売の見直しを余儀なくされ、販売計画の縮小、販売先を好調な欧米諸国

へとシフトする動きが見られた。さらに、日本経済はバブル期の過剰投資と過剰負債が解消され

ないまま、1997年央から金融システム不安が顕在化したこともあり、1998年の直送輸出貨物量は

対前年比で縮小となった。

その後、米国経済の好景気と情報通信技術（IT）投資を中心とした世界経済の牽引により、再

び直送貨物が増加に転じ、2001年の米国同時多発テロ、アジア諸国に蔓延したSARSなどの影響

により、直送貨物量は一時的に落ち込んだものの、その後再び回復し、2003年度は2,508千ト

ン／年と過去最高の値となった。そのうち、輸出貨物量が1,164千トン／年、輸入貨物量が1,345

千トン／年である（日本出入航空貨物路線別取扱実績、国土交通省統計）。

以下、直送輸出貨物量の推移を各地域別に分けて概観する。

①太平洋方面

太平洋方面に向けての直送輸出貨物量は、日本やアジアの経済が低迷した1996年および1997年

においてもアメリカの好景気に支えられて順調に増加している。他方、1998年の金融不安の際に
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表５　国内国際航空貨物量比較
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は、日本経済そのものの規模の縮小が影響し、貨物量は減少に転じている。また、2001年には、

米国同時多発テロの打撃を被り、太平洋方面の貨物量は極端に落ち込んだ。その後、回復の兆し

を見せ、2003年の貨物量は242千トン／年である。

②欧州方面

欧州方面は、1990年代後半の日本の不況にも影響されず、欧州の好景気に牽引されていく形で

堅調な増加を続けている。しかし、2001年に勃発した米国同時多発テロの影響は避けられず、

2001年度のみ対前年度比で貨物量は落ち込んでいる。その後、欧州経済の好況に助けられ回復の

兆しは早く、2003年度には192千トン／年と過去最高の貨物量を示している。

③アジアその他方面

アジア方面への輸出は、1997年のアジア金融危機の際にもほとんど煽りを受けず、堅調に増加

傾向を示してきた。しかし、日本経済そのものの規模が縮小した1998年においては貨物量が減少

に転じ、その後、すぐさま回復傾向をみせたが、2001年に起こった米国同時多発テロ、またアジ

ア諸国で蔓延したSARSなどの影響を受け、再び2001年には貨物量が急激な落ち込みをみせた。

しかし、アジア経済は拡大傾向にあり、2003年には730千トン／年と過去最高となった。
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図６　太平洋方面　直送輸出貨物量の推移

図７　欧州方面　直送輸出貨物量の推移

3都市基盤ユニット-2-太田-塩谷  06.7.28  10:54 AM  ページ258



（２）直送輸入貨物量

直近10年間の直送輸入貨物量の推移を見れば、1995年から1998年までは円安基調で推移し、海

外製品の割高感による購買力の低下が原因となり、輸入貨物が減少した。1999年以降は円高基調

となり、日本への輸入貨物量が再び増加に転じた。しかし、2001年には米国同時多発テロ勃発、

アジア諸国で蔓延したSARSなどの影響を被り、輸入貨物量は一時的に減少したが、その後、

2003年までは順調に増加を続け、2003年度には1,345千トン／年に達している。

以下、直送輸入貨物量の推移を各地域別に概観する。

①太平洋方面

太平洋方面からの輸入量は1996年以降、日本の不況から消費が縮小、1998年には266千トンに

まで貨物量が落ち込んだ。1999年以降は日本経済に好況感が出始めたことから、増加に転じたが、

2001年に米国同時多発テロが勃発し、再び貨物量は落ち込んだ。その後も、変動を重ね、2003年

度には275千トン／年の輸入貨物量に達している。
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図８　アジアその他方面　直送輸出貨物量推移

図９　太平洋方面　直送輸入貨物量の推移
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②欧州方面

欧州方面は1993年以降、順調に増加を続け、1998年に若干減少したものの、1999年以降は再び

大きく増加している。しかし、2001年度に米国同時多発テロが起こり、国際航空貨物輸送業界に

大打撃が与えられると、欧州からの輸入貨物量も一転して減少に転じ、その後も回復の兆しが見

られぬまま、2003年度には232千トン／年の貨物輸送量に達している。

③アジアその他方面

アジアその他方面からの輸入は1993年以降からの日本企業の海外展開の進展等によって、大き

く増加してきたが、1996年から1998年にかけて減少が続いた。アジアからの輸入は、電子部品等

の逆輸入が中心であると考えられるが、日本経済そのものの規模の縮小や、海外での組み立てお

よび輸出といった一貫した生産工程の確立などによって、貨物量が減少したと考えられる。1999

年以降は、米国同時多発テロ勃発やアジア諸国に蔓延したSARSなどの影響により、2001年度の

輸入貨物量は極端に落ち込むものの、それ以外は堅調な増加推移をみせ、2003年度には838千ト

ン／年と過去最高となった。

３.２　継越貨物量の推移

過去10年間の継越貨物量の推移を見れば、1993年から1995年にかけて減少したものの、1995年
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図10 欧州方面　直送輸入貨物量

図11 アジアその他方面　直送輸入貨物量
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以降は基本的に増加し、2001年に米国同時多発テロ勃発、アジア諸国に蔓延したSARSの影響な

どにより一時的に取扱貨物量総量が急激に落ち込んだものの、その後は再び拡大基調にある。

この間、我が国においても継越貨物量に関し様々な環境の変化が見られた。第１に、1990年初

頭にアジア各国・地域に国際空港が整備され、航空機材の技術革新等から航続可能距離が延長さ

れ、アジア各国・地域から北米地域に直航便の就航が可能となった。第２に、1993年まで我が国

継越貨物量の90％以上を占めてきた成田空港が施設限界に達し、自由に取扱貨物量を増加できな

くなり、航空会社は運賃負担力の大きな日本発着貨物（直送貨物）の取扱いを優先するようにな

り、継越貨物取扱量の構成比が低下してきた。

こうした要因を背景に、1993年から1995年までの取扱貨物量総量は増加しているが、継越貨物

取扱量は減少している。つまり、継越貨物量は成田空港からアジア各国・地域の国際空港及び関

西空港（1994年９月開港）にシフトしていったのである。

４．貿易統計の概要と分析

本章では、これまでの国際航空貨物需要推計モデルでは試みられてこなかった金額ベースでの

新たなアプローチを行う基礎とするため、海外16方面別の輸出入貨物品目分析に資する貿易統計
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図12 継越貨物量の推移（輸出）

図13 継越貨物量の推移（輸入）
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データの分析を行う。

財務省貿易統計データの確定値に基づき、228の国と地域から1989年から2003年までの国ごと

のデータを総覧し、主要貿易相手国として下記の上位27カ国を選定した。日本の輸出入貿易総額

にこれら27カ国の総額が占める割合は、輸出では96.21％、輸入では96.24％である。さらに、こ

れら27カ国を、国土交通省航空局が過去に構築した国際航空旅客需要予測モデルにおける海外地

域区分（海外20ゾーン）と整合性が計れるよう、上記27カ国をその対象地域区分に振り分け、海

外16方面に集約した。

具体的には、国際航空旅客需要予測モデルにおける北米西海岸、北米東海岸、ハワイの３区分

を北米という１区分に、国際航空旅客需要予測モデルにおける旧ソ連、極東ロシアという２区分

はロシアという１つの区分に集約した。また、旅客需要予測モデルにおいてはひとつの地域とし

て区分されていたグアム・サイパンは、航空貨物輸送量についてはその総量が小さいため、分析

対象外とした。対象27カ国は、表６において「代表該当国」として示されている。
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表６　海外地域区分
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４.１　わが国の輸出動向（総論）

輸出額総額の推移を見ると、1995年から1997年までは円

安基調、国際的な価格競争力の向上から、輸出量同様、輸

出額も増加している。その後、1997年７月のアジア金融危

機、また1997年央に顕在化した日本金融システム不安によ

り、日本経済は停滞し、日本経済そのものの規模の縮小に

より、1998年には輸出額が微減したものの、2000年までは

再び順調に増加を続けた。2001年には米国同時多発テロ、

アジア諸国に蔓延したSARSの影響により輸出額は大幅な落

ち込みを示している。その後は順調に回復の兆しを見せ、

2003年には17兆2,600億円に達している。

輸出額を海外16方面別に概観すると（表８参照）、1989年

には北米およびヨーロッパの輸出額シェアは輸出額総額に対してそれぞれ36.56％および24.16％

を誇っていた。しかし、その後輸出総額全体が伸びるにつれて、中国、台湾、香港、フィリピン

などのアジア勢のシェアが伸び、2003年では、北米およびヨーロッパのシェアはそれぞれ

20.84％および15.30％にまで落ち込んでいる。

アジアでは、中国の成長率は他の海外15方面と比べても突出しており、1989年ではおよそ340

億円であった輸出額が、2003年にはおよそ２兆880億円にまで増加してきている。これは年平均

成長率に換算すると34.16％であり、１年あたり約1,500億円弱の増加を示している。その他にも

アジア地域の発展や台頭は目覚しく、香港、台湾などのNIESやインドネシア、タイ、フィリピ

ンなどの発展途上国群など、これらアジア地域の台頭は顕著である。
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表７　輸出入額の実績値

表８　輸出入額の実績値
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４.２　わが国の輸入動向（総論）

過去10年におけるわが国の輸入動向を見れば、1995年から1998年までは円安基調で推移し、輸

入貨物量は減少したものの、輸入額は増加している。その後、1997年７月のアジア金融危機、

1997年央の金融システム不安によりわずかながらに輸入は落ち込みを示したものの、1999年以降

輸入額は再び増加に転じた。輸出と同様、2001年に起こった米国同時多発テロ、アジア諸国で蔓

延したSARSの影響などで2001年には輸入額が対前年度比で再度減少を示したが、それ以降は堅

調な増加推移をみせ、2003年度には約13兆1,000億円と過去最高の輸入額に達している。

また、輸入額を海外16方面別に概観すると、1989年には北米およびヨーロッパからの輸入額シ

ェアが輸入総額に対してそれぞれ38.53％および34.29％であり圧倒的なシェアを誇っていた。そ

の後、輸入総額全体が増加するにつれて、中国、韓国、台湾、そしてマレーシア、シンガポール、

フィリピンなどアジア各国の成長に押され、2003年には、北米およびヨーロッパからの輸入シェ

アは、それぞれ27.53％および20.52％にまで低下した。

シェアを拡大した輸入先を見てみると、特に中国の拡大が著しい。1989年にはおよそ1,200億

円しかなかった中国からの輸入額が、2003年にはおよそ１兆8,390億円にまで達しており、これ

は年平均成長率に換算すると21.52％となる。増加額で見ると、１年あたりおよそ1,230億円に達

している。
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図14 海外主要方面別輸出額時系列推移
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４.３　輸出･輸入品目の動向の分析

（１）輸出

輸出総額全体の品目構成を見れば、機械機器のシェアが約80％と高いが、これは機械機器は高

価、かつ付加価値が高く、必然的に輸出総額に占めるシェアも高くなることに起因すると考えら

れる。他方、1989年には輸出総額に占める機械機器のシェアが83.72％であったが2003年には
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図15 海外主要方面別輸入額時系列推移

表９　海外16方面別輸入額の実績値
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75.43％にまで落ち込むなど近年減少傾向にある。これは、日本企業の生産機能の海外展開の進

展、他の輸出品（例えば化学製品）が台頭してきていることが背景にあると考えられる。

また、化学製品のシェアは年々増加傾向にあり、品目ごとの輸出額年平均成長率も最も高く

13.28%である。これは、機械機器の輸出額年平均成長率7.32％をはるかに上回るものであり、今

後も増加することが期待されている。

（２）輸入

輸入額の品目構成では食料品、繊維・同製品、非金属鉱物製品等のシェアが、年々逓減傾向に

あるものの、それでも依然高い水準にある。また、輸出総額に占める機械機器の割合は年々減少

傾向を示していたが、輸入総額に占める機械機器の割合は反対に年々増加傾向にある。これは、

輸出と同様に、我が国製造業の積極的な生産機能の海外展開、また、それに伴う近隣アジア諸国

などから電子部品等の逆輸入の進展が理由として挙げられよう。

品目ごとの輸入額平均成長率では、機械機器が8.73％で最も顕著な成長率を示し、それに次い

で、化学製品（5.76％）、非金属鉱物製品（4.14％）の順となっている。よって、この指標からも

機械機器の増加傾向は明確である。

５．国際航空貨物動態調査の概要と分析

本章では、国際航空貨物動態調査を基に、輸出入貨物の品目分析を行う。国際航空貨物動態調

査とは、国土交通省航空局が、国際航空貨物の需要動向の予測や空港ターミナル計画策定、国際

〈 266 〉わが国の航空貨物の需要動向　塩谷さやか、太田和博

表10 ６品目分類別輸出額の実績

表11 ６品目分類別輸入額の実績
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航空貨物輸送体系の検討のための基礎資料とすることを目的とし、国際航空貨物の動態を把握す

るために、ある特定の１日において実施している調査である。同調査では22品目分類が採用され

ているが、前章で行った金額ベースの分析と対応させるために大区分の６品目分類に設定した。

これは、従来の手法である重量ベースからのアプローチを整理するとともに、前章で分析した金

額ベースのデータと対応させることで、国際航空貨物需要推計モデル構築の基礎データを分析す

ることを目的とするものである。

前章で行った金額ベースの分析と整合性を図るため、海外を16地域に区分した。1999年、2001

年、2003年のいずれの国際航空貨物動態調査においても、実際の取扱貨物総量に対して、この16

地域は95％以上をカバーしており（表12参照）、重量ベース・アプローチにおいても、この海外

16地域区分で分析を進めることが可能である。

５.１　各方面別輸出量実績

（１）北米

2001年度には、米国同時多発テロの影響により、大幅な落ち込みを見せるが、その後すぐさま

持ち直し、回復の兆しを示す。しかし、輸出量全体に占めるシェアはやや逓減傾向である。

（２）ヨーロッパ

1999年以降、ヨーロッパ方面への輸出量は減少の一途を辿っている。しかし、それでもなお、

輸出量全体に占めるシェアは１割程度を維持している。

（３）アジア

中国を始めとするアジア各国の成長が目覚ましい。中国に関しては、1999年度には輸出量が51

千トンほどしかなかったが、2003年度にはおよそその３倍にあたる142千トンもの貨物量を取扱

っている。その他にも、台湾、インドネシア、タイなどアジア各国への輸出量の増加には目を見

張るものがある。

輸出額と同様、輸出量においても、北米、ヨーロッパ、アジアという海外３方面への輸出が顕

著であることが分かる。しかし、北米、ヨーロッパ方面への輸出量が横ばいやや逓減傾向である
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表12 貨物取扱量比較

表13 海外16方面別輸出量の実績値
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のに対し、アジア方面への輸出量は増加傾向が顕著であることが窺える。以下、理解を容易にす

るために、海外16方面別の３時点における輸出量時系列推移を示す。

５.２　各方面別輸入量実績

（１）北米

輸出量同様、輸入量においても、2001年度には米国同時多発テロの影響を受け、極端な落ち込

みを見せる。その後はすぐさま回復の兆しを見せるが、それでも、輸入量全体に占めるシェアは

やや減少気味である。

（２）ヨーロッパ

ヨーロッパ方面からの輸入量は減少傾向がかなり顕著に現れている。1999年度にはヨーロッパ

方面からの輸入量が輸入量全体のおよそ３割近くを占めていたが、そのシェアも年々減少し、

2003年度にはおよそその２割程度にまで落ち込んでいる。

（３）アジア

アジア各国からの輸入量は、アジア経済の好況を背景として、増加傾向に顕著に現れている。

中国に関しては、1999年度の輸入量が124千トンであったのに対し、2003年度には330千トンと４

年間でおよそその３倍にも成長しており、その他、台湾、タイなども堅調な増加推移を見せてい

る。
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図16 海外16方面別輸出量時系列推移① 図17 海外16方面別輸出量時系列推移②

表14 海外16方面別輸入量の実績
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輸出量と同様、北米、ヨーロッパ、アジア方面からの輸入量が突出している。しかし、北米、

ヨーロッパ方面からの輸入量は近年横ばい、ないし減少傾向が現れており、その一方で、アジア

方面は一様に増加傾向で推移している。以下に海外16方面別の３時点における輸入量時系列推移

を示す。

６．まとめと今後の研究の展望

本稿では、まず、国内・国際市場貨物市場の動向を概観し、貨物航空輸送にとっては国際航空

貨物市場が有望な市場であることを示した。その国際貨物市場の基礎データとして、日本出入航

空貨物路線別取扱実績の年間貨物取扱量の動向を時系列で概観するとともに、直送、継越という

特性の違う２種類の貨物においてその動向を掘り下げて分析した。さらに貿易金額統計に基づい

て、集計結果を輸出入別、国別、品目別などを時系列に分析、また、国際航空貨物動態調査の集

計結果に関しても概観した。

今後は、海外16方面別輸出入量分析を個々の品目、各地域に分け、詳細に分析し、国際航空貨

物需要推計モデルを構築するためにデータの解析を進める。最終的には、これまであまり改良や

開発が行われてこなかった国際航空貨物需要推計モデルに焦点を当てて、２つのアプローチ手法

（金額ベースおよび重量ベース）から新しい推計モデルを構築することが課題となる。

つまり、本稿によって明らかになった金額ベースの貿易統計を集計・分析し、重量ベース指標

を対応させることによって「重量金額換算係数」を作成し、金額ベースの回帰分析に、重量金額

換算係数を除することにより、重量ベースのデータに変換して貨物需要を推計することが今後の

課題である。それは、換言すれば、発生・集中分析までは金額ベースにおいて分析を行い、分布

分析においては重量ベースに変換し、最後に、非集計モデルにより空港選択モデルを構築し、各

空港に貨物量を分担させていくことにより、需要推計モデルを構築することである。
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図18 海外16方面別輸入量時系列推移① 図19 海外16方面別輸入量時系列推移②
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従来、貨物需要推計モデルの構築の基礎としては、貨物「重量」に着目したアプローチが主流

であった。特に、航空貨物市場の動向の詳細な分析に関しては、国土交通省航空局の日本出入航

空貨物路線別取扱実績の年間貨物取扱量に基づき、その動向を時系列で概観し、直送、継越とい

う特性の違う２種類の貨物の動向を分析が基礎となってきた。他方で、信頼に足る国際航空貨物

需要推計モデルを構築していくためには、｢重量ベース｣に加え、安定的に予測可能な「金額ベー

ス」からの新たなアプローチを試みる必要がある。「金額ベース」の指標に従来どおりの重量ベ

ース指標を対応させることによって、「重量金額換算係数」を作成することが可能となり、この

金額ベースの回帰分析に、重量金額換算係数を除することにより、重量ベースのデータに変換し

て貨物需要を推計することが導かれる。そうした意味で、今回の財務省関税局の貿易統計を集

計・分析して得られた｢金額ベース｣からのアプローチは、今後の作業の基本となるものである。

以上のデータ整理がなされると、過去からの需要予測手法の蓄積を活用することによって、首

都圏を離発着地とする国際航空貨物の品目別の需要予測が実現可能となる。この予測値を、羽田

空港および成田空港に配分することによって、羽田空港国際化の効果を品目別等に予測すること

が可能となるのである。これが平成18年度の研究課題である。
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